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本書の特色

本書は、日本の防衛実務衽衲防衛・安全保障分野に関わる業務衽衲に必

要な国際法を、今日の展開に即して包括的に解説しようとするものである。

したがって本書は、国際法一般を扱うものではなく、これまで既存の国際

法教科書では十分に掘り下げることのできなかった防衛・安全保障分野に

焦点を絞り、さらに実務家の手引きとなるような形でこれを敷衍すること

を目的としている。

このため本書は、国際法の基本的な教科書を一通り押さえた防衛実務に

携わる者、そしてこれからそうした実務家を目指そうとする者を読者とし

て想定した、いわば 2冊目の教科書といってよいだろう。既存の国際法の

教科書と重複する箇所が本書にあったとしても、それは防衛実務の文脈に

配慮したものとなっている。

実務家たちが日々の業務で直面する防衛・安全保障上のさまざまな問題

を国際法の観点から整理・分析する際、本書はその前提や拠り所として必

要となる基本的な枠組みを提供する。このため本書は、関係国際法の解釈

適用に関する最先端の展開を可能な限り内容に反映させた。とりわけ特定

の規則の解釈をめぐって争いが顕著であるものについては、一方的な主張

に陥ることのないよう、可能な限りさまざまな見方や具体的事例に即した

問題点を、脚注、さらには CASE STUDYや NEXT STEPといった各種コ

ラムで紹介することで、バランスある記述となるよう配慮に努めている。

また、個々の国際法上の枠組みはそれぞれが相互に有機的に連関している

ことを踏まえ、相互参照を通して防衛実務に関する国際法が 1つの体系性

をもつものとして構造的に理解できるよう工夫も凝らしている。

本書は、長年にわたりさまざまな立場から実務に関わってきた経験を踏

まえ、実務家が今必要とする国際法が何であるか、そしてそのために学術

研究者はどのような貢献ができるのかという思いから執筆に至ったもので
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ある。日本の防衛実務における国際法の重要性が今やかつてないほど増し

ているにもかかわらず、こうした問題を正面から扱った類書がこれまで日

本で存在しなかったこととあわせて考えれば、本書が日本人による日本の

防衛実務のための教範（practitionersʼ manual）として今後スタンダードにな

ることをわれわれは期待している。これからも実務家と対話を重ね、本書

で扱うことができなかった論点、さらには今後生じる新たな論点とあわせ

てその成果を本書に一層反映できるよう改訂を重ね、より多くの実務家に

手に取ってもらえるものにしたいと強く願っている。

本書の想定する読者

本書が読者として想定する実務家とは、日本の防衛実務を担う幹部自衛

官や海上保安官・警察官、そして国家安全保障局・外務省・防衛省・経済

産業省・内閣府国際平和協力本部の担当官、赤十字組織・非政府組織

（NGO）の担当者などである。さらに日本の防衛実務に関心のある国際法

学者もまた、本書は読者として想定している（それぞれに求められる実務上の

役割については、第 0章Ⅱを参照されたい）。

日本の防衛を主たる任務とする防衛省・自衛隊（自衛隊法 3 条 1 項）はも

ちろん、関係国際法の解釈適用を主として担当する外務省や、国家安全保

障局、経済産業省、内閣府国際平和協力本部などの職員を防衛・安全保障

分野の実務家と呼ぶことについてはおそらく異論がないだろう。ただ、と

りわけ日本の海上警察を担う海上保安官がそうした実務家と位置づけられ

ることについては、長きにわたり軍隊と一線を画してきた海上保安庁の歴

史に鑑みれば少なからぬ抵抗を感じる読者もいるかもしれない。しかし本

書で明らかとなるように、警察・法執行と武力行使が明確に区別される日

本の国内法令とは異なり、国際法では警察・法執行機関もまた、その国内

法上の地位にかかわらず、国際法上の武力行使の実行者そして武力紛争の

当事者であると他国に評価されることもありうる。また、そもそも本書で

は防衛実務を、日本の防衛（国防）といった狭義の防衛に関する業務だけ

でなく、海上保安官が従事する警察・法執行や国際平和協力（国連 PKO を

含む）といった広く安全保障に関する業務をも含むものと位置づけている。
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このため本書には、少なくとも国際的平面では自らもまた日本の防衛実務

に従事する者であるという認識を海上保安官にも共有してもらうという狙

いがある。

人権人道分野で活躍する赤十字組織（赤十字国際委員会、各国赤十字・赤新

月社、国際赤十字・赤新月社連盟）や NGO もまた、防衛・安全保障の実務家

である。軍隊の活動が国際法に合致するよう赤十字組織やNGOが外部か

ら助言することは今や国際社会における法の支配を確実なものとするうえ

で不可欠なものとされており、近年では軍備管理・軍縮・不拡散の分野を

中心とする国際法形成にもこれらの組織は大きな役割を果たしている。関

係国際法の専門的知識を一層深めるのに本書が資することはもちろん、紛

争地で人道支援に携わる赤十字組織やNGOにとって本書は、武力紛争法

上認められた自己の役割が何であるかを知るだけでなく、危機管理衽衲文

民は常に紛争当事者による攻撃から保護されるわけではない衽衲を考える

うえでも重要な枠組みを提供することになるだろう。

本書の構成

防衛実務に特化した性格上、本書の構成は、〈日本の関係実務家にとっ

て今最も必要な国際法の知識は何であるか〉に主眼が置かれたものとなっ

ている。

本書は、序、導入編、基礎編、応用編の 4部構成を採用している。まず

序（第 0 章）では、実務家はなぜ国際法を知らなければならないのか、そ

して彼らに求められる役割とは一体何であるのかについて概説する。本書

を読み進めるに先立ち、自身が国際法実務の担い手であるという当事者意

識を読者に強くもってもらうことが狙いである。続く導入編では、国際法

と国内法の関係や国際法の解釈方法、国家領域と空間、国家機関の地位と

いった、防衛実務上の問題を国際法の観点から整理・分析する際の前提的

知識として必要になる規則を扱う。こうした前提を押さえたうえで、基礎

編では、実際に問題を整理・分析する（切り分ける）際の基本的視角として

必要になる軍縮・不拡散・安全保障貿易管理、警察・法執行、武力行使、

そして武力紛争といった個別国際法分野の枠組みについて解説する。これ
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ら枠組みのそれぞれが相互に連関しつつも 1つの独立した体系として相異

なる特有の制度（sui generis regime）を形成しており、この点をいかに自覚

してこれらを使い分けるかが、問題を多面的に整理・分析するうえでの鍵

となろう。ちなみに、本編が軍縮・不拡散・安全保障貿易管理から始まり、

武力紛争で終わる順序となっているのは、平時の備えとして必要になる防

衛・安全保障の枠組み（軍縮・不拡散・安全保障貿易管理）、平時に一定の問題

が生じた場合の枠組み（警察・法執行）、そして実際に武力が用いられた場

合の枠組み（武力行使、武力紛争）といったように、問題がいわば時系列的

にエスカレートしていく流れのなかで国際法の枠組みを解説していく方が

読者の理解により資するのではないかと考えたからである。最後に応用編

では、基本編で示した以上の枠組みから派生するものとして、国際平和協

力、日米安全保障条約体制、履行確保を扱う。国際平和協力と日米安全保

障条約体制は日本の関係実務家の日々の実務に最も身近な分野として本書

が重視するところであるが、導入編における前提や基礎編におけるさまざ

まな枠組みが有機的に連関しているため、本書では応用問題としてこれら

を位置づけている。また、本書の最後に履行確保の問題を据えたのは、本

書を総括するにあたって、実務家（とりわけ幹部自衛官）が国際法に違反し

た場合にどのような責任が発生するのかを示すことで、国際法遵守の重要

性をあらためて読者に強く訴えるためである。

こうして本書は、防衛実務に携わる者はなぜ国際法を知らなければなら

ないのかで始まり、そして国際法をなぜ守らなければならないのかで終わ

る。防衛実務のための国際法教範としてわれわれが最も重視する、本書に

通底したメッセージと理解していただければ幸いである。

本書の企画を弘文堂の登健太郎さんから頂いたのは 6年以上も前になる。

これまで類書がなかったこともあり、本書の「型」を模索し構築するとい

う新しい試みに想像以上の時間を要することとなった。この間、執筆者全

員で合宿と研究会を十数回以上にわたって行い、本書の構想を練り、各人

の原稿について検討しながら執筆を進めてきたが、登さんはこれらの会合

のすべてに出席のうえ、企画・編集作業全般にわたる行き届いた支援を行
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い、そして何より、原稿の完成を辛抱強く待ってくださった。心より御礼

申し上げる。

なお、本書は、各執筆者の個人の見解として書かれたものであり、それ

ぞれの所属する組織を代表するものではない。

2020 年 11 月

執筆者を代表して

黒﨑 将広
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第0章
序
衽衲なぜ実務家は国際法を知らなければならないのか

本章では、本書を紐解くにあたって読者に最初に伝えたい本書の意義に関わる問題、

すなわち、そもそもなぜ実務家は国際法を知る必要があるのか（Ⅰ）、そして実際の

職務に国際法がどのように関係しているのか（Ⅱ）を扱う。本章は本書の問題意識に

あたる根幹の部分であるため、まずは防衛実務における国際法の意義について共有し

てもらうのが狙いである。

Ⅰ 国際法の力

1 国際法の有用性と「信用力」衽衲ゆえに国際法は必要とされる

(1) 国内法との比較からの脱却を

国際法とは国際社会の法である。それは国、さらには個人や国際組織を

拘束する。ただし国際法は、しばしば国内法との比較を通じ、未成熟な法

としてその規範力と実効性に疑問を呈されることがある。われわれがなぜ

国際法を知る必要があるのかを考える際、国際法のもつこうした限界が障

害になってきたのは事実である。

国際社会には、国内社会でいうところの立法、司法、行政に相当する中

央集権的な機関が存在しない。もちろん、それぞれに類似した機能をもつ

機関は国際社会にもたしかに存在する。しかし、中央集権化された国内の

場合とは異なり、主権国家が併存する国際社会の分権的ないし水平的構造

からしてそれら諸機関の権限はきわめて限定的にならざるをえない。たと

えば、ある国が国際法違反の嫌疑で訴えられても、違法性を最終的に判断

する国際裁判所は強制管轄権をもたないため常に機能するとは限らず、ま

た拘束力をもつ判決や裁定が出てもそれを確実に強制執行する仕組みが国

際社会に存在するわけでもない。現に米国はニカラグア事件（1986 年）で
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国際司法裁判所（ICJ）の本案審理を欠席したうえ自国のニカラグアへの武

力干渉の違法性を認める判決を無視し、近年では中国も南シナ海事件

（2016 年）における国連海洋法条約上の仲裁裁判とその裁定を正面から否

定した。このため国際法とは、あたかも違反者の「居直り」を可能にする

法であるかのごとく、大国とくに国連安保理常任理事国の前では強制力の

欠如が一層露呈してしまう脆弱な規範であるという印象を与えてしまう。

国の存亡の危機に関わる極限状態を扱う実務家からすれば、このように強

制力の乏しい法にいったい何の意味があるのかということになるのかもし

れない。

しかし、国、そして国際社会は、それでもなお国際法を現実に拘束力あ

る法と認め、これを必要とし、ことあるごとに法の支配を訴えてきた。つ

まり国際法は諸国によって信頼されているのである。それはいったいなぜ

なのか。国際法の有用性、そしてそれを国や国際社会に信用させる国際法

の「信用力」は、以上のような国内法との比較という視点で測ることはで

きない。本書の読者に国際法を学ぶ意義を知ってもらうためにも、以下で

はそうした視点から離れて、国際法のもつ次の点を強調しておきたい。

(2) 国際法が照らす国際社会の常識・非常識

まず国際法の「信用力」を裏づける有用性について指摘されるべきは、

国際法が国際社会の「常識」を定めるルールと認識されているという点で

ある。したがって、ある国が国際法に違反するということは、国際常識の

ない国と評価されることを意味する。たとえ居直っても、そのレッテルは

簡単には剝がれない。事実、前述のニカラグア事件で国際法違反と賠償責

任を認めた ICJ 本案判決を無視した米国は、その後、ことあるごとに国の

内外から当該行為について大きな批判を受け、外交政策の見直しを迫られ

た。米国が中国に南シナ海事件仲裁裁定を遵守するよう求めた際にも、米

国は過去の自国の立場について改めて説明責任を果たすことを求められて

いる1)。このように、国際社会における名誉ある地位を重んじる国ほど国

際法の不遵守は長期にわたる外交の足かせとなる。「非常識」な国を信頼

1) U.S. Department of Defense, John Kirby, Spokesperson, Daily Press Briefing, Washington D.C., 12 July 2016.
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して外交取引をしようとする国などどこにもないからである。「ほぼすべ

ての国が、国際法のほぼすべての原則と義務を、ほぼすべての場合に守

る｣2)といわれるのも、また国際法に違反していることを自ら認める国な

どどこにもないのも、国際法が国際社会の常識・非常識を映し出す鏡とし

ていかに大きな力を有しているかの証左といえるだろう。中国、ロシア、

そして北朝鮮でさえ、特定の国際裁判判決・裁定や国連安保理決議の無効

ないし問題点などを主張することはあっても、自国の行動が国際法自体に

合致していることを繰り返し強調しているのである。

日本の行動が国際社会のなかで「常識的」であるかどうか、あるいは対外

的にどのように受け止められるのかを知りたければ、まずは国際法を知り、

それに照らして考えることから始めなければならない。国際法が世界で必

要とされる理由の 1つはこうした意味での国際法の有用性にある。

(3) 国際社会の共通言語としての機能

国際法はまた、国際社会の「共通言語」としての機能も有している。こ

れは外交実務を大いに円滑にするものとして国際法の「信用力」を一層高

めている、もう 1つの有用性といえる。たとえば、日本の立場を対外的に

説明するとき、日本の国内法に則してこれを行っても相手が納得してくれ

ることはまずない。もちろん、相手が日本の法を知悉していれば話は別か

もしれないが、実務の世界において通常そうしたことは考えられない。防

衛実務に即してこれをいうなら、たとえば日本法の「集団的自衛権」や

「武力の行使の一体化」、「武器の使用」、「特定水域」といった概念がそう

である。日本の「集団的自衛権」は国際法上の集団的自衛権よりも限定的

な行使しか認められず、また「武力の行使の一体化」や「武器の使用」、

「特定水域」に至っては国際法上確立した概念ではない。これらは日本独

自のものであるため、多国間共同軍事行動などを計画・立案・実施する際

に日本法のバックグラウンドがない諸外国の担当官やカウンターパートに

以上のことを説明するのは至難の業であり、効率的でもない。この場合は

むしろ国際社会の共通言語である国際法上の個別的・集団的自衛権、武力

2) Louis Henkin, How Nations Behave, 2nd ed. (Columbia University Press, 1979), p. 47.
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行使とその他の実力行使、領海、公海の概念にいわば翻訳して説明する方

が、まだ話は通じやすいことをわれわれは経験している。このようにして

国際社会における共通言語の機能を果たすものは国際法をおいてほかにはな

い。

国際社会において国際法が信用される（守られる、ないし依拠される）のも、

こうした国際法のもつ共通言語機能ゆえであるとみることができる。ゆえ

に国際法を知れば、諸国の対外政策、そして国際関係の基本を知ることが

できる。国際法はまさにコンピュータでいうところの「基本ソフト

（OS）｣3)としての機能を国際社会で有しているのである。

2 自衛官が国際法を知らなければならない理由

衽衲国家機関であることの意味

(1) 個人の国際刑事責任

日本の主たる防衛実務の現場を担う自衛官にとって、国際法を知るべき

理由は以上の有用性と「信用力」にとどまらない。自身が国際法を熟知し

遵守することこそが、防衛、そして国際の平和と安全に直結するといっても

過言ではないからである。

武力紛争に適用される国際法、とりわけ武力紛争法は、国際法上の軍隊

構成員である自衛官にとって必須の知識である。かれらが武力紛争法に対

する無理解から違反行為を行えば、戦いに勝とうが負けようが、まずは

「国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪」（ICC 規程 5 条 1）である戦

争犯罪等の国際犯罪の実行犯として、日本の裁判所、関係諸外国の裁判所、

さらには国際刑事裁判機関のいずれかで処罰される。国際法の無知を理由

にかれらが免責されることはない。また、自身が直接違反しなくても、部

下の行為について責任を負うこともある（亜【1667】〜）。

(2) 国家責任

さらに自衛官による武力紛争法違反は、個人の責任に加えて、日本の国

3) See, e.g., Charlotte Ku and Paul F. Diehl, “International Law as Operating and Normative Systems: An

Overview,” in Charlotte Ku and Paul F. Diehl (eds.), International Law, 3rd ed. (Lynne Rienner Publishers,

2009), pp. 1-18.
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家責任をも発生させる。自衛官の違反行為によって生じた敵国や第三国の

損害を回復する義務を日本が負うとなれば、高額の賠償金を支払うことも

ありうるだろう。むろん、人の生命、自然環境、重要文化財といった、失

われたら二度と取り戻すことのできないものの損害を回復することは決し

て容易でなく、その方法も繊細で複雑なものとなる（亜【1722】〜）。この問

題が長期にわたって日本外交の大きな足かせとなることは、日中韓の戦後

補償問題が示す通りである（国同士の落とし前はそう簡単にはつけられない）。

しかもその賠償金はいうまでもなく国庫から支出されるのであり、それは

つまるところ国民の税金である。国を守るはずの自衛官が、無知から違反

行為を行うことによって、本人の処罰にとどまらず、外交、政治、そして

国民にまで余計な負担を強いることになれば、これほど皮肉なことはない

だろう。

自衛官には、自身の違反行為によって自己の責任だけでなく国の責任をも

引き起こす「国家機関」であることを自覚し衽衲これは警察官などの他の

国家機関にもいえることであるが衽衲、国際法と一致した行動をとること

ができるよう、平素より国際法の教育訓練を重ねておく必要がある。

(3) 日本の国際的地位の向上

かつて、連合艦隊司令長官・山本五十六海軍大将は、海軍教授兼海軍省

書記官・榎本重治に対して「国際法ぐらゐが解らなくて海軍士官が務まる

と思うか。俺はこれでも軍政教官の時、国際法を講義したこともあるのだ

ぞ」と言ったとされる4)。この発言は、欧米列強と肩を並べる「文明国」

たる日本の軍隊を指揮する者としての誇りからなのか、はたまた騎士道精

神や武士道精神という名誉感情からなのか、その真意のほどはわからない。

しかし、かつて日本の軍人は日清戦争や日露戦争で国際法遵守に努めるこ

とで自国の国際的地位を西欧列強のそれに匹敵するものにまで大いに高め、

諸外国から賞賛されたのは事実である5)。もちろんその一方で、日本はこ

うして培った国際社会における名誉ある地位を、第 2次世界大戦における

4) 榎本重治「山本元帥ト国際法」『国際問題資料（其の二）』（陸上幕僚監部管理部・1954 年) 289 頁。

5) 明石欽司「日本の国際法学『対外発信』の 100 年」国際法学会（編）『日本と国際法の 100 年 第 1巻 国際

社会の法と政治』（三省堂・2001 年) 210〜216 頁。
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自らの国際法違反によって著しく損なわせたことも忘れてはならない。過

去を反省し同じ過ちを繰り返さないためにも、国際法を熟知しそれを遵守

することが、日本という国を代表し、防衛そして国際の平和と安全の維持

に貢献する者の責務であるなら、百戦錬磨の山本元帥が言ったとされるこ

の言葉に今こそ思いを馳せるべきではないだろうか。

Ⅱ 防衛国際法実務とその担い手

防衛・安全保障分野の国際法実務（防衛国際法実務）に携わる職業は、幹

部自衛官や海上保安官・警察官、関係省庁の担当官といった国家公務員か

ら、赤十字・非政府組織や政府間国際組織、防衛関係企業の職員、さらに

は大学その他の研究教育機関に属する学者と多岐にわたる。しかし、かれ

らがいかなる形で国際法実務に携わっているのかはこれまで必ずしも明ら

かにされてきたとはいえない。そこで以下では、これらのうちのいくつか

の職業が扱う防衛実務の一断面を示すことで、本書を読み進めるにあたっ

てそれぞれの職務の特性と役割を理解し、必要に応じて相互連携を効果的

に推し進めていく際の一助にしてもらいたい。

1 国際法学者

国際法学者は、学問の自由のもとで自らの世界観に従い、学術的にとり

うる法解釈のパラメータや選択肢の可能性を追及する。かれらが行う法解

釈は、長・短期的な国益に従って迅速な判断が求められる省庁担当官をは

じめとする官僚の法解釈とは異なる。他方で、こうした国際法学者の提示

する解釈が各国または国際組織がとる法解釈の選択肢の 1つとして考慮さ

れる場合も多く、国際法学者もまた各国の防衛国際法実務において一定の

役割を果たしていることは間違いない。

たとえば国連総会によって設置された国連国際法委員会（U.N. Internation-

al Law Commission: ILC）は国際法学者と国とを結びつける重要な場として機

能してきた。国際法の漸進的発達と法典化の奨励を目的とする同委員会は

6 第 0章 序衽衲なぜ実務家は国際法を知らなければならないのか
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5 年を任期とする 34 名の委員で構成され、世界中の多くの著名な国際法

学者がこれを歴任してきた。各国政府の意見を勘案しつつ採択した ILC

による条文草案は、条約法、国家責任法、国際刑事法などの多くの分野で

諸国に受け入れられ、条約の礎となったものも多い。ILC だけでなく、世

界中の研究教育機関もまた、特定の国際法分野の著名な学者を招聘して専

門家集団を組織し、安全保障上のさまざまな問題を扱う国際法教範を各国

の政策決定者または関係実務家に向けて積極的に発信している（サンレモ

人道法研究所の海上武力紛争法教範、ハーバード大学の空戦・ミサイル戦国際法教範、

NATO サイバー防衛研究センター（CCDCOE）のサイバー戦国際法タリン・マニュア

ルなど）。

国際法学者はさらに、外部の法律顧問として国の防衛国際法実務に貢献

することもある。法律顧問（legal advisers）の地位と役割は国や組織によっ

てさまざまであるが6)（軍隊の法律顧問については亜【24】〜）、日本にはそうし

た地位が存在せず、外務省国際法局が日本の対外的な防衛国際法実務を一

手に引き受けている。しかし、職員は通常 2〜3 年で異動となるため、国

際法の高度の専門的知識をもつ人材をいかに省内で安定的に確保するか、

また、とりわけ裁判や条約交渉などの長期にわたる国際法問題を扱ううえ

で組織として一貫した「集合記憶（a collective memory）｣7)をいかに確保する

かといった問題も指摘されることがある。これらの問題を補うべく外務省

国際法局は、国際法学者との間で緊密なネットワークを構築し、平素から

研究会を定期的に開催したり、国際的ルール作りや慣習国際法の法典化に

関する外交会議の政府代表団の一員にかれらを招聘したりするなど、国際

法学者のもつ専門的集合知を日本の防衛国際法実務に活用しようと努めて

いる。

6) 各国における法律顧問の位置づけについては、欧州評議会（Council of Europe）の国際公法に関する法律顧

問委員会（The Committee of Legal Advisers on Public International Law: CAHDI）のデータベースが参考に

なる。Council of Europe, Database on the Organisation and Functions of the Office of the Legal Adviser in the

Ministry of Foreign Affairs.

7) See, e.g., Michael Wood, “Legal Advisers,” Max Planck Encyclopedia of Public International Law, May 2013,

para. 33.
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